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注：　当資料のグラフ・表などで表示されている数値は、別途断り書きがある場合を除き、金額単位表示未満は四捨五入し一部で端数調整

　　　 のため切り上げ・切り捨てを行っています。　　　

目次
「おいしさ」と「新鮮」をネットワークする。

【新中期経営計画のポイント】 【低温物流事業の戦略】

財務体質や収益性の改善に目途が立ち今後は投資を積極化 １ 物流ネットワーク事業が中期的な成長の牽引役となる １０

コアの加工食品と低温物流分野は国内市場が引き続き拡大 ２ 物流共同化・センター業務受託がネットワーク事業を拡大 １１

３年間の営業キャッシュフロー６６７億円をコア事業に積極投資 ３ 地域保管事業は将来を見越し大型設備投資を再開する １２

加工食品は利益率改善、低温物流は売上高成長が課題 ４

新中期経営計画の目標値 ５ 【参考資料】

【加工食品事業の戦略】 データ集 １３

２０１０／３営業利益率４．８％実現に向け ６

業務用は商品カテゴリー集中でトップブランドの地位確立 ７

健康価値分野の拡大は事業提携でさらに加速 ８

【水産事業の戦略】

商材の絞り込みを着実に進め０８／３は営業黒字化 ９



新中期経営計画のポイント　　



＜新中期経営計画のポイント＞

財務体質や収益性の改善に目途が立ち今後は投資を積極化

１

「おいしさ」と「新鮮」をネットワークする。

1.前中期経営計画期間の成果

① 財務体質の改善と資本収益率の向上

② コア事業への経営資源の集中と収益性の改善

③ 持ち株会社体制への移行など経営体制転換

2.新中期経営計画の全体戦略と中期的な経営目標

① 新中期経営計画は、前計画期間で達成した財務基盤、コア事業の収益力、経営体制を背景に、
「攻めと挑戦」の期間と位置付ける

② 有利子負債を現状水準で維持し、事業が３年間で稼ぎ出す営業キャッシュフロー６６７億円を投資
に優先的に振り向け収益基盤の拡大を図る

③ 中期的なＲＯＥ目標を１０％に置き、株主還元はＤＯＥ２．５％、配当性向２５％の維持を目標とする

注：①株主資本利益率（ROE）は当期純利益（損失）で算出、９８／３と０４／３は
投資事業の再建支援損や整理損が発生した。

　　 ②０７／３は特別利益に関係会社株式売却益が 30億円計上されている。　
　 この影響を除いて株主資本利益率を算出すると８．５％となる。
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＜新中期経営計画のポイント＞

コアの加工食品と低温物流分野は国内市場が引き続き拡大
「おいしさ」と「新鮮」をネットワークする。

２

1. 家計の食料支出に占める外食や持ち帰り弁当・惣菜、冷凍食品など加工食品の利用割
合は今後も増加する

2. 慢性的な調理人の不足や長時間営業の恒常化を背景に、スーパーやレストランチェーン
では調理オペレーションの負荷を軽減する業務用食品のニーズが高まっている

3. 高齢化の進展、メタボリックシンドローム対策など医療費膨張抑制に向けた政策の浸透を
背景に、健康を維持するための食生活改善がますます一般的になる

4. サプライチェーンの効率化を狙った物流改革ニーズ、省資源・環境配慮を念頭においた物
流の共同化など、自社物流から物流業者へのアウトソーシングや物流ソリューションへの
ニーズが引き続き拡大する

一世帯当りの食料支出に占める食の外部依存度
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＜新中期経営計画のポイント＞

３年間の営業キャッシュフロー６６７億円をコア事業に積極投資
「おいしさ」と「新鮮」をネットワークする。

３

1. ３年間の設備投資額は５４０億円、２つのコア事業では４８９億円

2. 加工食品１７９億円の設備投資内容

① 業務用調理冷凍食品中心に自社生産能力拡大

② 健康価値分野への投資

3. 低温物流３１０億円の設備投資内容

① 国内冷蔵倉庫の新増設（主にスクラップ＆ビルド）、 ６拠点・６万トン

② 物流ネットワーク事業の新規拠点

4. このほかＭ＆Ａなど、投融資を機動的に実施する

設備投資金額の推移
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新中期計画の戦略マップ

売上高の成長

利益率の改善

物流ネットワーク事
業の拡大

業務用冷凍食品
のシェアアップ

自営工場生産拡大
で製造原価低減地域保管の

原価低減

地域保管の
貨物集荷力維持

運送の
採算改善

欧州・中国での
低温物流の拡大

低温物流

加工食品

健康価値創造
事業の拡大

利益の拡大

家庭用冷食の販促
費の取組み継続

＜新中期経営計画のポイント＞

加工食品は利益率改善、低温物流は売上高成長が課題
「おいしさ」と「新鮮」をネットワークする。

４

1.加工食品は現状３．４％の営業利益率を４．８％まで向上する

2.低温物流は物流ネットワーク事業の年率１０％の成長を軸に全体としては売上高を
０７／３比で１１９％に拡大する



＜新中期経営計画のポイント＞

新中期経営計画の目標値
「おいしさ」と「新鮮」をネットワークする。

1. ０８／３の目標について

① 売上高は加工食品と低温物流が引き続き成長を牽引、再生プラン途上の水産の回復も見込まれ全体では
３％、１３９億円の増収

② 営業利益は減価償却制度変更により５億円償却費が増加するほか、不動産が１２億円減益となり１８３億円
と前年並みにとどまるが、セグメント別では加工食品１１億円、水産７億円の増益

金額：単位未満切り捨て ０７／３実績 ０８／３Ｅ ０７／３比 ０７／３比
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注：０８／３Ｅ、１０／３目標の金額は減価償却制度変更とリース資産会計制度変更の影響金額が折り込ま
れています。新中期経営計画期間内の影響金額については、本資料の１３ページをご参照ください。



加工食品事業の戦略　　



08/3E　７１億円

減価償却制度変更－１

固定費増－２

広告費増－３

原料価格高騰－３

アセロラ＋４

調理冷食商流費率改善＋２

調理冷食粗利益率改善＋３

調理冷食操業度改善効果＋３

調理冷食売上増＋８

07/3　６０億円

55 65 75 億円

加工食品事業の０８／３営業利益増減要因（０７／３比）

＜加工食品事業の戦略＞

２０１０／３営業利益率４．８％実現に向け
「おいしさ」と「新鮮」をネットワークする。

６

1. 高まる食の外部依存に応える業務用調理冷食と健康価値分野の成長が売上を牽引

2. 付加価値を高めた業務用調理冷食の売上拡大による増産分は自社工場で優先して生産、操
業度向上により原価低減を推進

3. 健康価値分野（ウェルネス食品・アセロラ）は２００８年度から健康保険組合に特定保健指導が
義務化され市場が拡大するチャンスを捉え、事業提携で規模の拡大を加速する

4. アセロラを中心にブラジル産果実原料を世界戦略の要とし、ニチレイブラジル農産の新設ライ
ンで生産する濃縮冷凍果汁の販路をブラジル国内・欧州向けから日本・アジア・オセアニア向
けに拡大する

5. 家庭用調理冷食の売上は計画期間内は横這い、今後は特売費用の減少により得た原資を広
告費や重点商品の拡販に使用、利益率の改善を進める　　

6. ０８／３は前年比１１億円の増益、営業利益率は３．８％に

加工食品事業の売上高と営業利益率の推移
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単位：億円

家庭用調理冷凍食品 業務用調理冷凍食品 健康価値事業 その他の冷凍食品ほか 売上高営業利益率



1. 業務用はチキン、ハンバーグ、コロッケなどの重点６カテゴリーへ経営資源を集中する

① マーケティング力・素材調達力・生産力・品質保証力・加工技術力の全てを高め差別化

2. 商品の自社工場生産比率を拡大する

① 自社生産比率を５割以上に高める

② 売上拡大分は自営工場での増産投資で賄い生産利益をグループ内に取り込む

③ 自営工場の操業度を７４％まで高める

3. 技術力による差別優位の確立

① 品質とお客様ニーズのギャップをいかに埋めるか

② 品質を作りこみ、迅速に生産ラインに移行

③ 食品加工の基礎技術を開発・蓄積

＜加工食品事業の戦略＞

業務用は商品カテゴリー集中でトップブランドの地位確立
「おいしさ」と「新鮮」をネットワークする。

７

ニチレイグループ自営工場の年間操業度推移
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千トン

生産能力 生産数量 操業度

注：生産能力は年間２９０日稼動、１日１５時間操業を前提に算出
注：ニチレイグループ自営工場の生産能力、生産数量は、国内８工場と海外２工場で算出

技術力の事例：森工場の新たなコロッケライン

①「油っぽくない衣」

②「じゃがいもの
　　食感」を再現



購入者層拡大

購入者層

商品

情報チャネル

ニチレイ

新会社

直販

販売事業提携先

病院
診療所

調剤薬局
健保組合

など

＜加工食品事業の戦略＞

健康価値分野の拡大は事業提携でさらに加速
「おいしさ」と「新鮮」をネットワークする。

８

1. 高齢化社会の到来、医療制度改革の進展により、介護や在宅医療向け支援サービス市
場は食の分野を含め、ますます拡大する

2. ２００８年度予定の健康保険法改正で、健康保険組合員に対する特定保険指導が義務
化、健康保険組合の食事指導支援ニーズが顕在化し市場拡大の追い風になる

3. 拡大する市場に対してニチレイは糖尿病食で培った成分保証技術を活かした商品開発
や直販ルート構築をウェルネス食品事業で進めてきたが、事業提携・新会社設立により
医療系機関や健保組合を通じた直販ルートを新たに構築、購入者層への商品情報到達
力を高め、新中期計画期間内にウェルネス食品の売上を１００億円規模にする

事業提携によるウェルネス食品の拡大モデル例健康価値事業の売上高の推移

135

155

122

155

189

254

105

125

50

150

250

07/3 08/3E 09/3計画 10/3計画 決算期

単位：億円

アセロラ ウェルネス食品
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水産事業の戦略　　



＜水産事業の戦略＞

商材の絞り込みを着実に進め０８／３は営業黒字化
「おいしさ」と「新鮮」をネットワークする。

９

1.水産事業の新中期計画期間は、０７／３に開始した再生プランを継続して進める

①０７／３の進捗

要員削減と拠点の統廃合で固定費を７億円圧縮

非重点化領域の商材の絞り込みによる採算改善、損失商材発生リスクの低下

魚卵・たこなど成長ドライブ領域や基盤強化領域のかになどの収益向上

たな卸資産圧縮や仕入債務活用による資本の回転向上

②０８／３は０７／３の基調を続けつつ次の取り組みで営業黒字化を実現する

えびなど成長ドライブ領域では、調達先の多様化による売上げ伸長と採算改善

商材の強みを付加価値に転換する取組みの成功事例を横展開、ビジネスパートナーの中国加工
工場を活用した受託加工販売が鍵

水産事業の売上高と営業利益の推移
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低温物流事業の戦略　　



低温物流事業のサブセグメント別営業利益推移
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単位：億円

物流ネットワーク 地域保管 欧州

その他 共通 営業利益合計

＜低温物流事業の戦略＞

物流ネットワーク事業が中期的な成長の牽引役となる

1. 旺盛な物流改革ニーズを背景に、物流ネットワーク事業は共同物流やＴＣ（通過型セ

ンター）などのソリューション提案を軸に今後も拡大、中期的な売上成長と利益成長の

牽引役となる

2. 地域保管事業は、売上高は収容能力減少による微減後に増加に転じる、コスト削減

は継続、大型設備投資はスクラップアンドビルドを中心に再開

3. 海外事業は、前中期計画期間内に進出した東欧地区ならびに中国上海での事業展

開を進めつつ、西欧地区での収益確保に努める

「おいしさ」と「新鮮」をネットワークする。

１０

低温物流事業のサブセグメント別売上高推移
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＜低温物流事業の戦略＞

物流共同化・センター業務受託がネットワーク事業を拡大

1. 物流ネットワークの事業領域は、チルド・冷凍温度帯の川上から川下まで全領

域のソリューション

2. 推定市場規模は２．１兆円程度、前中期計画期間の３年間で売上を１９１億円

拡大

3. 新中期計画期間の３年間で年率１０％の成長、２３７億円の売上を拡大する

「おいしさ」と「新鮮」をネットワークする。
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冷蔵倉庫業界の収容能力増減の状況
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収容能力：万トン

新増設等 廃止縮小等 純増減

増加

＜低温物流事業の戦略＞

地域保管事業は将来を見越し大型設備投資を再開する

1. 当社は９８／３以降、財務体質改善を優先し大型の設備投資を抑制してきた

2. 一方、業界では新増設投資が目立ってきた

3. 当社も耐震性などの安全面、品質維持面、立地面で限界を迎えた冷蔵倉庫のスクラッ

プアンドビルドと一部地域では密着営業の成果として増大した貨物需要にも対応するた

め大型設備投資を再開する

4. 新中期計画３年間の当社の国内冷蔵倉庫新増設は、関東地区で３．５万トン、関西地区

で２万トン、その他の地区で０．５万トンを計画

「おいしさ」と「新鮮」をネットワークする。

１２

低温物流事業の設備投資額と減価償却費の推移
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単位：億円

設備投資額 維持保全 スクラップアンドビルド 能力増強 減価償却費

出典：社団法人　日本冷蔵倉庫協会　「全国冷蔵倉庫所管能力年次別増減状況（新増設・廃止等）」



参考資料　　参考資料　　



データ集

セグメント別売上高と営業利益の推移

１３

「おいしさ」と「新鮮」をネットワークする。

単位：億円（単位未満四捨五入、一部で端数調整あり）
０６／３ ０７／３ ０８／３Ｅ ０９／３計画 １０／３計画

1,848 1,773 1,847 1,900 2,000
811 747 800 860 900
846 809 820 900 1,000

1,271 1,341 1,385 1,458 1,590
100 79 69 69 74
87 70 65 73 81

-269 -242 -270 -291 -314
4,694 4,577 4,716 4,969 5,331

55 60 71 83 97
-17 -4 3 5 6

3 6 8 9 9
58 72 68 73 78
61 45 33 34 34
1 1 2 3 5

-1 1 -2 -5 -3
160 181 183 202 226

減価償却制度変更とリース資産会計制度変更による影響金額 単位：億円

０８／３Ｅ ０９／３計画 １０／３計画
営業費用 5 2 5

減価償却制度変更による増加額 5 8 11
リース資産会計制度変更による減少額 - -6 -6

営業外費用 - 7 6
リース資産会計制度変更による増加額 - 7 6

特別損失 - 15 -
リース資産会計制度変更による増加額 - 15 -

（売上高）
加工食品
水産
畜産
低温物流
不動産
その他

水産

低温物流
畜産

全社または消去
合計
（営業利益）
加工食品

不動産
その他
全社または消去
合計



当資料取扱い上のご注意

　当資料に記されたニチレイの現在の計画・見通し・戦略などのうち、歴史的事実でないものは、将

来の業績に関する見通しであります。将来の業績に関する見通しは、将来の営業活動や業績に関する

説明における「確信」、「期待」、「計画」、「戦略」、「見込み」、 「予測」、 「予想」その他

これらの類義語を用いたものに限定されるものではありません。これらの情報は、現在において入手

可能な情報から得られたニチレイの経営者の判断に基づいております。実際の業績は、さまざまな重

要な要素により、これらの業績見通しとは大きく異なる結果となる場合があります。このため、これ

らの業績見通しのみに全面的に依拠して投資判断されることは、お控えいただくようお願いいたしま

す。また、新たな情報、将来の事象、その他の結果にかかわらず、常にニチレイが将来の見通しを見

直すとは限りません。実際の業績に影響を与え得るリスクや不確実な要素には、以下のようなものが

含まれます：

①ニチレイグループの事業活動を取り巻く個人消費動向を中心とした経済情勢および業界環境

②米ドル・ユーロを中心とした為替レートの変動

③商品開発から原料調達、生産、販売まで一貫した品質保証体制確立の実現性

④新商品・新サービス開発の実現性

⑤成長戦略とローコスト構造の実現性

⑥ニチレイグループと他社とのアライアンス効果の実現性

⑦偶発事象の結果

など　　

　ただし、業績に影響を与える要素はこれらに限定されるものではありません。また、リスクや不確

実な要素には、将来の出来事から発生する重要かつ予測不可能な影響も含まれます。当資料は、あく

までニチレイをより深く理解していただくためのものであり、必ずしも投資をお勧めするためのもの

ではありません。

「おいしさ」と「新鮮」をネットワークする。
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